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3213

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B17
社会福祉法人経営労務改善費 民生費 社会福祉施設等整備指導事務費

挑戦項目

分野施策 020415 生活の安心支援

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 16,223 15,000 1,223 △56,457

前年額 72,680 72,680 0

平成29年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

社会福祉総務
費

事 業
期 間

平成28年度～ 根 拠
法 令

社会福祉法人経営労務管理改善支援事業等実施要綱
改正社会福祉法第55条の2（平成29年4月1日施行）

・経営労務管理の専門家による社会福祉法人の経営労務
管理改善に向けた相談支援等に係る費用を助成し、介護
や保育等の福祉サービスの安定的かつ継続的な実施を図
る。
・改正社会福祉法では、社会福祉法人が地域公益事業に
係る社会福祉充実計画を策定する際には「住民その他の
関係者」の意見を聴くこととされている。そこで、意見
聴取のための「地域協議会」を設置し、地域福祉の推進
体制強化を図る。
（１）経営労務管理改善支援費　15,000千円
（２）社会福祉充実計画推進費　 1,223千円

（１）社会福祉法人経営労務管理改善支援費　
　　　ア　事業内容　15,000千円　
　　　　　経営労務管理の専門家（公認会計士・税理士・弁護士・中小企業診断士・社会保険労務士等）による
　　　　社会福祉法人の経営労務管理の改善に向けた相談支援等に係る費用を助成し、介護や保育等のサービス
　　　　の安定的かつ継続的な実施を図る。
　　
　　　イ　事業計画
　　　　　経営労務管理の専門家による相談支援費用の補助
　　　　　平成29年度　33法人

　　　ウ　事業効果
　　　　　経営状況や職務環境の改善が図られることにより、福祉人材の確保・定着が促進され、その結果、
    　　介護や保育等のサービスの安定的かつ継続的な実施が確保される。

（２）社会福祉充実計画推進費
　　　ア　事業内容　1,223千円
　　　　　県が設置する「地域協議会」において、社会福祉法人が取り組もうとする地域公益事業に対する意見や
　　　　地域で求められる福祉サービスの内容の検討を行い、地域の福祉ニーズを適切に福祉サービスに反映する。

　　　イ　事業計画
　　　　　地域の学識有識者、民生委員・児童委員、保健医療福祉サービス事業者等で構成される地域協議会の開催
　　　　　（県内4地域、各地域年1回開催）

　　　ウ　事業効果
　　　　　地域の福祉ニーズが反映された福祉サービスが提供されることにより、効果的に地域福祉が増進される。

（１）(国10/10)
（２）(県10/10)

人件費：9,500千円×0.3人＝2,850千円

前年との
対比

― 福祉部 B17 ―
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